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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第18期

第３四半期
連結累計期間

第19期
第３四半期
連結累計期間

第18期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 26,497 28,816 39,208

経常利益 (百万円) 1,383 2,033 2,217

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 744 1,297 1,398

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 893 1,300 1,521

純資産額 (百万円) 10,285 11,902 10,912

総資産額 (百万円) 42,948 42,672 41,177

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 96.54 170.18 181.80

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 23.95 27.89 26.50
 

 

回次
第18期

第３四半期
連結会計期間

第19期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 34.65 76.04
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４ 平成29年10月１日付けで当社普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。前連結

会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期(当期)純利益を算定しております。

５ 第18期第２四半期連結会計期間より業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しており、株

主資本に自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、１株当たり四

半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

６ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準を遡って適用した後の指標等となっております。

 
２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。

 また、主要な関係会社の異動については、「第４ 経理の状況」に記載しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米中の通商政策の動向が世界経済に与える影響や海外経済の不

確実性、金融資本市場の変動の影響が懸念されるなか、雇用・所得環境の改善が続き、緩やかな景気回復基調のうち

に推移しました。

当社グループの主な事業領域である建設・建材業界では、東京都心部を中心とした再開発事業や、2020年東京オリ

ンピック・パラリンピック関連工事等により、建設需要は高水準が続いております。

工業製品・エンジニアリング事業領域では、造船業界における国内各造船所の建造隻数は減少傾向が続きました

が、電力業界では火力発電所のメンテナンス需要が全国的に底堅く推移しました。

このような環境の下、当社グループは「2020中期経営計画（2018年度～2020年度）」に基づき、労働生産性の向

上、積極的な開発・投資、事業領域の拡大に取り組み、企業価値の向上に努めております。その結果、当第３四半期

連結累計期間の売上高は完成工事高12,159百万円を含み28,816百万円(前年同期比8.8％増収)、営業利益2,127百万円

(前年同期比39.4％増益)、経常利益2,033百万円(前年同期比47.0％増益)、親会社株主に帰属する四半期純利益1,297

百万円(前年同期比74.3％増益)となりました。

　

セグメント別の経営業績は以下のとおりであります。

 

建設・建材事業

材料販売につきましては、主力商品であるけい酸カルシウム板「ハイラック」及び曲面施工が可能なオリジナル商

品「エフジーボード」が国内外の堅調な需要を受け、前年同期を上回る出荷状況となりました。また、内装不燃化粧

板は前年同期並みとなりましたが、施工現場での施工時間を短縮し、廃棄物の量の低減となる、テープのみで施工が

可能な新たな工法「ステンドＳｐｅｅｄ工法」を開発し、さらなる拡販が見込まれております。次に、耐火二層管

は、首都圏の再開発施設やオリンピック関連施設向けの出荷が堅調に推移しております。昭和電工建材株式会社との

業務提携により首都圏の物流拠点を統合し、配送の合理化に向けて取り組んでおります。

材料販売全体の売上高は9,863百万円（前年同期比5.9％増収）となりました。

工事につきましては、強みである施工力を活かし、首都圏の再開発事業、全国的に物流、宿泊施設向けの耐火被覆

工事は旺盛な工事引き合いが続いており、前年同期を大きく上回りました。また、当社の内装不燃化粧板を使用した

建材工事も好調に推移し、完成工事高は4,368百万円（前年同期比47.5％増収）となりました。

以上の結果、材料販売及び工事を合わせた建設・建材事業全体の売上高は14,232百万円（前年同期比16.0％増収）

となりました。
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工業製品・エンジニアリング事業

材料販売につきましては、プラント関連では、火力発電所の安定的なメンテナンス需要により、非金属製伸縮継手

「ＡＰコネクター」の販売は、堅調に推移いたしました。自動車関連は国内の軽四輪車向け等にブレーキライニング

は好調な出荷状況が続きました。鉄鋼関連では、国内は首都圏の再開発事業、オリンピック関連施設、民間設備投資

の需要を受け堅調に推移し、海外は先行きが不透明な状況のなか、ステンレスメーカー向け炉内搬送ロール「ディス

クロール」が伸長いたしました。船舶向け防熱材は建造隻数が弱含むなかにあっても安定した需要を保ち、前年同期

並みとなりました。

材料販売全体の売上高は、6,753百万円（前年同期比1.0％減収）となりました。

工事につきましては、現場の作業員不足による工期の遅れが懸念されるものの、プラント向けメンテナンス工事を

はじめ、物流倉庫パネル工事、冷凍船等の防熱工事、保温廃材の減容処理工事等、好調な需要環境が続いており、完

成工事高は7,790百万円（前年同期比5.8％増収）となりました。

以上の結果、材料販売及び工事を合わせた工業製品・エンジニアリング事業全体の売上高は14,544百万円（前年同

期比2.5％増収）となりました。

 

その他

不動産賃貸収入につきましては、売上高は40百万円（前年同期比12.2％増収）となりました。

 

 (当社グループの四半期業績の特性について)

当社グループは不燃建材の製造、販売と共に建設・建材関連工事及び工業製品・エンジニアリング関連工事を主な

事業としており、これら工事部門の売上高は全売上高のおおよそ４割を占めております。

わが国では、事業年度を４月から翌３月までと定めている企業が多いため、工事の検収が年度の節目である第２四

半期及び第４四半期に集中する傾向があり、なかでも工事期間の長い工業製品・エンジニアリング関連工事において

は第４四半期への集中が顕著であります。このため、当社グループの業績には季節的変動があります。

 

(資産)

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ1,494百万円増加し42,672百万円とな

りました。この主な要因は、未成工事支出金が増加したこと等によるものです。

 

(負債)

当第３四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ504百万円増加し30,770百万円となりま

した。この主な要因は、長期借入金が減少した一方で、未成工事受入金が増加したこと等によるものです。

 

(純資産)

当第３四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ989百万円増加し11,902百万円となり

ました。この主な要因は、利益剰余金が増加したこと等によるものです。
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(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(3) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、328百万円であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動に重要な変更はありません。

 

(4) 従業員数

当第３四半期連結累計期間において、連結会社又は提出会社の従業員数の著しい変動はありません。

 

(5) 生産、受注及び販売の実績

当第３四半期連結累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(6) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備に著しい変動はありません。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年２月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,778,000 7,778,000
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 7,778,000 7,778,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。　

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年10月１日～
平成30年12月31日

― 7,778,000 ― 3,889 ― ―
 

 
(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 17,900
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

77,351 ―
7,735,100

単元未満株式 普通株式 25,000
 

― ―

発行済株式総数 7,778,000 ― ―

総株主の議決権 ― 77,351 ―
 

(注)　１　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が700株(議

決権７個)、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」の導入に伴い資産管理サービス信託銀

行株式会社（信託E口）が所有する当社株式が136,200株(議決権1,362個)含まれております。なお、

当該議決権の数1,362個は、議決権不行使となっております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式4株が含まれております。

３ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(平成30年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。

　

② 【自己株式等】

平成30年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社エーアンドエー
マテリアル

横浜市鶴見区鶴見中央
二丁目５番５号

17,900 ― 17,900 0.23

計 ― 17,900 ― 17,900 0.23
 

(注) 業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」の信託財産として資産管理サービス信託銀行株式会社

（信託E口）が所有する当社株式136,200株は、上記自己株式に含まれておりません。

 
２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,888 4,075

  受取手形及び売掛金 ※２  8,507 ※２  8,605

  完成工事未収入金 2,255 1,614

  商品及び製品 2,634 2,795

  仕掛品 169 210

  原材料及び貯蔵品 529 497

  未成工事支出金 4,225 5,975

  その他 646 697

  貸倒引当金 △12 △15

  流動資産合計 22,843 24,455

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 1,420 1,507

   機械装置及び運搬具（純額） 1,668 1,671

   土地 13,431 13,274

   その他（純額） 234 291

   有形固定資産合計 16,754 16,745

  無形固定資産 32 27

  投資その他の資産 ※1  1,547 ※1  1,444

  固定資産合計 18,334 18,216

 資産合計 41,177 42,672

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※２  5,743 ※２  6,130

  短期借入金 6,021 6,725

  1年内償還予定の社債 500 －

  未払法人税等 511 384

  未成工事受入金 2,741 4,383

  賞与引当金 508 256

  引当金計 78 85

  その他 2,082 2,024

  流動負債合計 18,187 19,991

 固定負債   

  長期借入金 3,892 2,681

  退職給付に係る負債 4,123 4,031

  訴訟損失引当金 160 246

  役員株式給付引当金 25 45

  再評価に係る繰延税金負債 3,060 3,036

  その他 815 738

  固定負債合計 12,077 10,778

 負債合計 30,265 30,770
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,889 3,889

  利益剰余金 7,116 8,190

  自己株式 △190 △191

  株主資本合計 10,814 11,888

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 227 131

  土地再評価差額金 595 507

  為替換算調整勘定 △41 △12

  退職給付に係る調整累計額 △683 △613

  その他の包括利益累計額合計 98 13

 非支配株主持分 0 0

 純資産合計 10,912 11,902

負債純資産合計 41,177 42,672
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 26,497 28,816

売上原価 19,808 21,313

売上総利益 6,689 7,503

販売費及び一般管理費 5,163 5,376

営業利益 1,525 2,127

営業外収益   

 受取利息 20 23

 受取配当金 22 23

 その他 26 42

 営業外収益合計 69 88

営業外費用   

 支払利息 168 144

 為替差損 15 27

 その他 27 11

 営業外費用合計 212 182

経常利益 1,383 2,033

特別利益   

 固定資産売却益 － 7

 投資有価証券売却益 － 40

 関係会社清算益 － ※２  76

 特別利益合計 － 124

特別損失   

 固定資産除売却損 4 29

 減損損失 ※３  83 ※３  51

 訴訟損失引当金繰入額 160 85

 石綿健康障害補償金 ※４  52 ※４  74

 特別損失合計 301 240

税金等調整前四半期純利益 1,082 1,918

法人税等 337 620

四半期純利益 744 1,297

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

0 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 744 1,297
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 744 1,297

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 82 △96

 為替換算調整勘定 △7 △15

 退職給付に係る調整額 76 70

 持分法適用会社に対する持分相当額 △1 44

 その他の包括利益合計 149 3

四半期包括利益 893 1,300

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 893 1,300

 非支配株主に係る四半期包括利益 △0 △0
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

(持分法適用の範囲の変更)

第１四半期連結会計期間において、持分法適用会社であったアスクシンガポールは、清算により持分法の範囲

から除外しております。

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

税金費用については、一部の連結子会社を除き、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。但し、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる会

社については、法定実効税率を使用して計算した金額を計上しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

 

（追加情報）

(「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負

債の区分に表示しております。

　

(役員向け株式給付信託について)

当社は、当社の取締役及び執行役員並びに当社子会社の取締役（当社及び当社子会社のいずれにおいても社外

取締役を除きます。以下、「対象役員」といいます。）の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより明確

にし、中長期的な業績の向上と企業価値の増大に資することを目的として、業績連動型株式報酬制度「株式給付

信託（BBT）」を導入しております。

イ．取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託（以下、本制度に基づき設定される信託を「本信

託」といいます。）を通じて取得され、対象役員に対して、当社が定める役員株式給付規程に従って、当社株式

及び当社株式を時価で換算した金額相当の金銭（以下「当社株式等」といいます。）が本信託を通じて給付され

る業績連動型株式報酬制度です。なお、対象役員が当社株式等の給付を受ける時期は、原則として対象役員の退

任時となります。

ロ．会計処理

株式給付信託（BBT）については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱

い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じて、総額法を適用しております。

ハ．信託が保有する自己株式

当第３四半期連結会計期間末において、本信託が保有する当社株式は、連結貸借対照表の純資産の部に自己株

式として表示しており、帳簿価額171百万円、株式数は136,200株であります。
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(訴訟)

当社は、当第３四半期連結会計期間末現在において、建設作業などに従事してアスベスト関連疾患に罹患した

とする者を原告、国及び当社を含めた企業を被告とし、国に対しては国家賠償法に基づく国家賠償責任に基づ

き、企業に対しては民法の定める不法行為責任又は製造物責任法に定める製造物責任に基づき、損害賠償を求め

る訴訟の提起を受けております。

　

１）横浜第１陣集団訴訟

平成29年10月27日東京高等裁判所から、国及び当社を含めた企業４社に対する損害賠償金及びこれに対する

遅延損害金の支払を命ずる判決の言渡しがありました。これに対し、当社は、最高裁判所に上告提起及び上告

受理の申立をしておりますが、原判決どおりに確定した場合に備え訴訟損失引当金160百万円を計上しておりま

す。

　

２）東京第１陣集団訴訟

平成30年３月14日東京高等裁判所から、１審判決と同様に企業に対する損害賠償は認めない判決の言渡しが

ありました。

　

３）京都第１陣集団訴訟

平成30年８月31日大阪高等裁判所から、国及び当社を含めた企業10社に対する損害賠償金及びこれに対する

遅延損害金の支払を命ずる判決の言渡しがありました。これに対し、当社は、最高裁判所に上告提起及び上告

受理の申立をしておりますが、原判決どおりに確定した場合に備え訴訟損失引当金41百万円を計上しておりま

す。

　

４）大阪第１陣集団訴訟

平成30年９月20日大阪高等裁判所から、国及び当社を含めた企業８社に対する損害賠償金及びこれに対する

遅延損害金の支払を命ずる判決の言渡しがありました。これに対し、当社は、最高裁判所に上告提起及び上告

受理の申立をしておりますが、原判決どおりに確定した場合に備え訴訟損失引当金44百万円を計上しておりま

す。

　

それ以外の訴訟についても、各地方裁判所及び各高等裁判所にて係属中であります。当社としましては、引続

き適切な訴訟対応を図ってまいりますが、現時点では、これらの訴訟がどのように推移するか予測できませんの

で、今後の費用発生額を合理的に見積もることは困難であります。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

投資その他の資産 △63百万円 △62百万円
 

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が

四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

(平成30年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成30年12月31日)

受取手形 253百万円 184百万円

支払手形             471 　　　　　　 388
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(四半期連結損益計算書関係)

　１　売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日　至 平成29年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日　至 平成30年12月31日）

当社グループの売上高は、建設・建材事業及び工業製品・エンジニアリング事業の工事において、工事の完成

が年度の節目である第２四半期及び第４四半期に集中する傾向があり、なかでも工業製品・エンジニアリング事

業においては、第４四半期に集中するため、季節的変動があります。

 

※２ 関係会社清算益

  　 前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

該当事項はありません。

 

  　 当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

持分法適用会社であるアスクシンガポールの清算に伴うものであります。

 

※３ 減損損失

前第３四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間において、以下の資産について減損損失を計上しております。

 
場所 用途 種類

金額
(百万円)

兵庫県神戸市 事業用資産 土地及び建物 56

北海道夕張郡 遊休資産 土地 27

  計 83
 

　

　当社グループは、事業用資産については、事業所単位を資産グループの基礎とし、独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位でグルーピングを行っております。

　遊休資産については、個々の資産単位をグループとしております。

　当第３四半期連結累計期間において、売買契約を合意した資産の帳簿価額を当該資産の回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

当該資産の回収可能価額は正味売却価額により算定しており、正味売却価額は売却見込額を用いて算定してお

ります。
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当第３四半期連結累計期間(自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日)

当第３四半期連結累計期間において、以下の資産について減損損失を計上しております。

 
場所 用途 種類

金額
(百万円)

宮城県仙台市 遊休資産 土地及び建物等 51

  計 51
 

　

　当社グループは、事業用資産については、事業所単位を資産グループの基礎とし、独立したキャッシュ・フ

ローを生み出す最小単位でグルーピングを行っております。

　遊休資産については、個々の資産単位をグループとしております。

　当第３四半期連結累計期間において、仙台市の事業用資産については、事務所の移転に伴い遊休資産となった

ため、帳簿価額を当該資産の回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしまし

た。

　土地の回収可能価額は正味売却価額により算定しており、正味売却価額は路線価等を用いて合理的に算定して

おります。

 また、建物等の回収可能価額は今後の使用見込みがないことから、回収可能価額を零として算定しておりま

す。

 
※４ 石綿健康障害補償金

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

石綿による健康障害により死亡、あるいは治療中の方で労災認定され、当社事業との因果関係が特定された方に

対する補償金であります。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

石綿による健康障害により死亡、あるいは治療中の方で労災認定され、当社事業との因果関係が特定された方に

対する補償金であります。　

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 418百万円 446百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 194 2.50 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
 

（注）平成29年10月１日付けで当社普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。平成29年

６月29日定時株主総会決議による１株当たり配当額につきましては、当該株式併合前の実際の配当額を記載し

ております。

 

２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。

 

当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１ 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 194 25 平成30年３月31日 平成30年６月29日 利益剰余金

平成30年11月８日
取締役会

普通株式 116 15 平成30年９月30日 平成30年12月10日 利益剰余金
 

（注）１.平成30年６月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式

136,200株に対する配当金３百万円が含まれております。

　   ２.平成30年11月８日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式

136,200株に対する配当金２百万円が含まれております。　

 
２ 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

 

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

建設・建材事業

工業製品・

エンジニアリング

事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 12,272 14,189 26,461 35 26,497 － 26,497

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

65 35 100 － 100 △100 －

計 12,337 14,224 26,562 35 26,598 △100 26,497

セグメント利益 1,676 730 2,406 23 2,430 △904 1,525
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸不動産事業を含んでおりま

す。

２ セグメント利益の調整額△904百万円には、セグメント間取引消去118百万円、各報告セグメントに配分

し　　ていない全社費用△1,022百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

「工業製品・エンジニアリング事業」セグメントにおいて、売買契約を合意した資産の帳簿価額を当該資産の回

収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において56百万円であります。

また、全社に区分している遊休資産のうち売買契約を合意した資産の帳簿価額を当該資産の回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において27百万円であります。
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Ⅱ　当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      (単位：百万円)

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)３

建設・建材事業

工業製品・

エンジニアリング

事業

計

売上高        

  外部顧客への売上高 14,232 14,544 28,776 40 28,816 － 28,816

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

60 93 153 － 153 △153 －

計 14,292 14,637 28,930 40 28,970 △153 28,816

セグメント利益 2,231 823 3,054 22 3,077 △949 2,127
 

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸不動産事業を含んでおりま

す。

２ セグメント利益の調整額△949百万円には、セグメント間取引消去117百万円、各報告セグメントに配分

し　　ていない全社費用△1,067百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しな

い一般管理費であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

(固定資産に係る重要な減損損失)

事務所の移転に伴い全社に区分された遊休資産の帳簿価額を当該回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失として特別損失に計上いたしました。

なお、当該減損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において51百万円であります。

 

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 96円54銭 170円18銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 744 1,297

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

744 1,297

普通株式の期中平均株式数(株) 7,709,957 7,623,902
 

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 平成29年10月１日付けで当社普通株式10株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。前連結

会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益を算定しております。

３ 第18期第２四半期連結会計期間より新たに業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入してお

り、株主資本に自己株式として計上されている「株式給付信託（BBT）」に残存する自社の株式は、１株当

たり四半期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は前第３四半期連結累計期間

50,740株、当第３四半期連結累計期間136,200株であります。
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２ 【その他】

平成30年11月８日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

　（１）中間配当による配当金の総額…………………………116百万円

　（２）１株当たりの金額………………………………………15円

　（３）支払請求の効力発生日及び支払開始日………………平成30年12月10日

（注）１　平成30年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

２　配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式136,200株に対する配当金２百万円が含ま

れております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月７日

株式会社エーアンドエーマテリアル

取締役会  御中

EY新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三   浦   　   太 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 唯   根   欣   三 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エーア

ンドエーマテリアルの平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年

10月１日から平成30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記

について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エーアンドエーマテリアル及び連結子会社の平成30年12

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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